
課税免除申請までの流れ

１ 地域経済牽引事業計画の承認

3 課税免除の申請手続

２ 主務大臣による先進性等確認

〇 正式申請前にドラフト版を提出してください。
・「ドラフト版提出→内容調整→正式申請→計画承認」という流れになります。
・ドラフト版はWordファイル及びExcelファイルで御提出ください。 ※PDFファイルは不可
・内容調整から計画承認まで概ね２か月を要します。

〇 正式申請前に経済産業省で定める事前相談締切日までに申請エントリーしてください。
（地域経済牽引事業承認事業者に対して当課より事前に案内を送付します。）
・経済産業省HPにおいて申請スケジュールが掲載されています。

提出先 新潟県産業立地課 立地推進係 E-mail：ngt050080@pref.niigata.lg.jp

☆対象施設の「着工前」に県承認を受ける必要があります。

☆対象施設の「取得前」に主務大臣の確認を受ける必要があります。

問合せ先 経済産業省関東経済産業局地域経済部 地域未来投資促進室
E-mail ：bzl-kanto-mirai＠meti.go.jp
TEL：048-600-0272

〇 各地域振興局県税部に課税免除（不均一課税）申請書を提出してください。
・不動産取得税：対象施設が稼働した事業年度の事業税申告書の提出期限までに申請
・事業税：課税免除等を受けようとする事業年度の申告書の提出期限までに申請


